福井県個人情報保護条例施行規程
（趣旨）
第１条　この規程は、福井県個人情報保護条例（平成１４年福井県条例第６号。以下「条例」という。）の施行に関し、福井県選挙管理委員会（以下「委員会」という。）が行う個人情報の保護に関する事務について必要な事項を定めるものとする。
（個人情報取扱事務登録簿）
第２条　条例第６条第１項の個人情報取扱事務登録簿は、様式第１号とする。
（個人情報開示請求書）
第３条　条例第１４条第１項（条例第３８条の５（条例第３８条の１４において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の書面は、個人情報開示請求書（様式第２号）によるものとする。

（平２７選管告示１４６・平２９選管告示４１・一部改正）
（本人等の証明に必要な書類）
第４条　条例第１４条第２項（条例第２３条第５項において準用する場合を含む。）、第２７条第３項および第３４条第２項に規定する実施機関が定める書類は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める書類とする。
（１）　本人が開示、訂正もしくは利用停止の請求をし、または開示を受ける場合（以下この条において「開示請求等をする場合」という。）　運転免許証、旅券その他これらに類する書類として委員会が適当と認めるもの
（２）　法定代理人以外の代理人が開示請求等をする場合　当該代理人に係る前号に規定する書類および委任状その他代理人の資格を証明する書類として委員会が適当と認めるもの
（３）　法定代理人が開示請求等をする場合　当該法定代理人に係る第１号に規定する書類および戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理人の資格を証明する書類として委員会が適当と認めるもの
（平１７選管告示３５・一部改正）
（個人情報開示決定通知書等）
第５条　条例第１９条第１項の書面は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該各号に定める書面による。
（１）　個人情報の全部を開示する旨の決定　個人情報開示決定通知書（様式第３号）
（２）　個人情報の一部を開示する旨の決定　個人情報一部開示決定通知書（様式第４号）
２　条例第１９条第２項の書面は、個人情報非開示決定通知書（様式第５号）による。
（平１７選管告示３５・一部改正）
（個人情報開示決定等期間延長通知書等）
第６条　条例第２０条第２項の書面は、個人情報開示決定等期間延長通知書（様式第６号）による。
２　条例第２０条第３項の書面は、個人情報開示決定等期限特例適用通知書（様式第６号の２）による。
（平１７選管告示３５・一部改正）
（個人情報開示請求事案移送通知書）
第６条の２　条例第２１条第１項の書面は、個人情報開示請求事案移送通知書（様式第６号の３）による。
（平１７選管告示３５・追加）
（第三者に対して通知する事項等）
第７条　条例第２２条第１項および第２項の実施機関が定める事項は、次に掲げる事項とする。
（１）　開示請求の年月日
（２）　開示請求に係る個人情報に記録されている当該第三者に関する情報の内容
（３）　個人情報の開示に係る意見書を提出する場合の提出先および提出期限
２　条例第２２条第１項または第２項の規定による通知は、第三者意見照会書（様式第７号）によりするものとする。
３　条例第２２条第３項（条例第４１条において準用する場合を含む。）の書面は、第三者個人情報開示通知書（様式第８号）による。
（平１７選管告示３５・一部改正）
（電磁的記録の開示の方法）
第８条　条例第２３条第３項第２号の実施機関が別に定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の区分に応じ、当該各号に定める方法とする。
（１）　委員会が保有する機器およびプログラムを用いて用紙に出力することができる電磁的記録　当該電磁的記録を用紙に出力した物またはそれを複写した物の閲覧または交付
（２）　委員会が保有する機器およびプログラムを用いて再生することができる電磁的記録　当該電磁的記録または当該電磁的記録を複写した物を再生したものの閲覧、聴取または視聴
２　前項の実施機関が別に定める方法は、当該電磁的記録を録音カセットテープ、ビデオカセットテープ、フロッピーディスクその他の電磁的記録媒体に複写した物の交付が容易であるときは、同項の規定にかかわらず、当該複写した物の交付とすることができる。
（平１７選管告示３５・一部改正）
（写しの交付部数）
第９条　条例第２３条の規定により個人情報の開示を行う場合において、個人情報が記録された公文書の写し（条例第２３条第４項または前条の規定により交付する物を含む。）を交付するときの交付部数は、開示請求１件につき１部とする。
（平１７選管告示３５・一部改正）
（個人情報訂正請求書）
第１０条　条例第２７条第１項（条例第３８条の８（条例第３８条の１４において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の書面は、個人情報訂正請求書（様式第９号）によるものとする。
（平１７選管告示３５・平２７選管告示１４６・平２９選管告示４１
一部改正）
（個人情報訂正決定通知書等）
第１１条　条例第２９条第１項の書面は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該各号に定める書面による。
（１）　個人情報の全部を訂正する旨の決定　個人情報訂正決定通知書（様式第１０号）
（２）　個人情報の一部を訂正する旨の決定　個人情報一部訂正決定通知書（様式第１１号）
２　条例第２９条第２項の書面は、個人情報非訂正決定通知書（様式第１２号）による。
（平１７選管告示３５・一部改正）
（個人情報訂正決定等期間延長通知書等）
第１２条　条例第３０条第２項の書面は、個人情報訂正決定等期間延長通知書（様式第１３号）による。
２　条例第３０条第３項の書面は、個人情報訂正決定等期限特例適用通知書（様式第１４号）による。
（平１７選管告示３５・一部改正）
（個人情報訂正請求事案移送通知書）
第１３条　条例第３１条第１項の書面は、個人情報訂正請求事案移送通知書（様式第１５号）による。
（平１７選管告示３５・全改）
（個人情報訂正通知書）
第１４条　条例第３２条の書面は、個人情報訂正通知書（様式第１５号の２）による。
（平１７選管告示３５・全改）
（個人情報利用停止請求書）
第１４条の２　条例第３４条第１項（条例第３８条の１０の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の書面は、個人情報利用停止請求書（様式第１５号の３）によるものとする。
（平１７選管告示３５・追加、平２７選管告示１４６・一部改正）
（個人情報利用停止決定通知書等）
第１４条の３　条例第３６条第１項の書面は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該各号に定める書面による。
（１）　個人情報の全部を利用停止する旨の決定　個人情報利用停止決定通知書（様式第１５号の４）
（２）　個人情報の一部を利用停止する旨の決定　個人情報一部利用停止決定通知書（様式第１５号の５）
２　条例第３６条第２項の書面は、個人情報非利用停止決定通知書（様式第１５号の６）による。
（平１７選管告示３５・追加）
（個人情報利用停止決定等期間延長通知書等）
第１４条の４　条例第３７条第２項の書面は、個人情報利用停止決定等期間延長通知書（様式第１５号の７）による。
２　条例第３７条第３項の書面は、個人情報利用停止決定等期限特例適用通知書（様式第１５号の８）による。
（平１７選管告示３５・追加）
（個人情報保護審査会諮問通知書）
第１５条　条例第４０条の規定による通知は、個人情報保護審査会諮問通知書（様式第１６号）によりするものとする。
（平１７選管告示３５・一部改正）
附　則
この告示は、平成１４年１０月１日から施行する。
附　則（平成１７年選管告示第３１号）

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。
附　則（平成１７年選管告示第３５号）

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。
附　則（平成１７年選管告示第１４０号）

この告示は、平成１７年１２月２７日から施行する。
附　則（平成２７年選管告示第１４６号）

この告示は、平成２８年１月１日から施行する。
附　則（平成２８年選管告示第１５号）

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則（平成２９年選管告示第４１号）
この告示は、平成２９年５月３０日から施行する。
